
第４３回がん対策推進協議会議事次第

日 時：平成２６年４月２３日（水）

１０：００～１２：００

場 所：厚生労働省２２階第１４会議室

議 事 次 第

１ 開 会

２ 議 題

（１）今後のがん対策の方向性について

（２）がん対策の評価指標について

（３）これまでのがん対策の進捗について

（４）その他

３ その他

【資 料】

資料１ がん対策推進協議会委員名簿

資料２ 社会保障制度改革国民会議報告書の意味するところと今後の医療・介護政策

（遠藤参考人御提出資料）

資料３ がん対策の評価指標について

資料３－１「策定指標の報告と測定法」（若尾参考人御提出資料）

資料３－２「緩和ケア分野の策定指標と緩和ケアの変化に関するインタビュー調査実施状況」

（加藤参考人御提出資料）

資料３－３「厚生労働科学研究（指定研究：細川班）計画と経過報告」

（細川委員御提出資料）

資料４ がん対策推進基本計画に基づいた主ながん対策の進捗状況について（案）

（事務局提出資料）

参考資料１ がん対策推進基本計画

参考資料２ 社会保障制度改革国民会議報告書

参考資料３ がん研究１０か年戦略
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がん対策推進協議会委員名簿
EZ h

氏名 所属.役職

ア ナ ミリエ阿 南 里 恵 公益財団法人日本対がん協会企画事業担当

･イケダ ケイイチ池 田 恵 - 静岡県立こども病院血液腫癌科親の会 rほほえみの会｣代表 _

イシイ エイイチ石 井 柴､丁 愛媛大学大学院医学系研究科小児科学講座教授､

ウニダ リユウゾウ上 田 龍 三 愛知医科大学医学部腫癌免疫寄附講座教授

オオエ ユウイテロウ大江 裕-郎 独立行政法人国立がん研究センタ一束病院副院長 (教育 .研究担当)呼吸器内科 呼吸器申科長､患者 .家族支援相談室長

カウモト リエ コ川本 利恵子 公益社団法人日本看護協会常任理事

クドゥ ケイコ工 藤 恵 子 秋田県がん患者団体連絡協議会 ｢きぼうの虹｣事務局長

ササ キ アツシ佐 々木 淳 宮城県保健福祉部次長

ナイトウ内 藤 い づみ ふじ内科クリニック院長

ナ力ガワ ケイイチ中 川 恵 - 東京大学医学部附属病院放射線科准教授

ナガヤマ エツコ永 山 悦 子 毎日新聞社科学環境部副部長兼医療情報室次長

西 山 正 彦 国立大学法人群馬大学医学系研究科医科学専攻病態腫癌制御学講座 病態腰痛薬理学分野教授

ノ ダ チッオ野 田 菅 生 公益財団法人がん研究会がん研究所所長

ハマモト マ キ演,本 満 紀 特定非営利活動法人がんと共に生きる会副理事長

細 川 豊 史 京都府立医科大学附属病院療病緩和医療部部長

堀 EEl 知 光 独立行政法人国立がん研究センタ一撃手長

ミチナガ マ リ道 永 麻 里,公益社団法人日本医師会常任理事

門 田 守 人 公益財団串人がん研究会有明病院院長

ユザワ ヒロミ潰 津 洋 美 株式会社足利銀行人事部業務役



社会保障制度改革国民会議報告書の意味
するところと今後の医療

遠藤参考人御提

･介護政策

出資料

囲



社会保障と税の一体改革の経緯①
ひと､くらし､みらいのために
厚生労働省

社会保障国民会議 ～持続可能性から社会保障の機能強化-

- ｢持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた中期プログラム｣(H20.12)

-→ 平 成21年度税制改正法附則第104条(H21.3)

｢政府は､基礎年金の国庫負担割合の2分の1-の引上げのための財源措置並びに生金J医療及逆
企護盟丑会像陸絵比延建邑生動 るための の見通しを踏まえつつ､(中

略)遅滞なく､かつ､段階的に消費税を含む税制の抜本改革を行 うため､平成23年度までに必要な
法制上の措置を講ずるものとする｣

平成21年 安心社会実現会議 ～ 安心と活力の両立

政府 ･与党における検討

平成22年10月 政府･与党社会保障改革検討本部

平成22年12月 ｢社会保障改革の推進について｣(閣議決定)
｢社会保障の安定 ･強化のための具体的な制度改革案とその必要財源を明らかにするとともに､必要財源の

安定的確保と財政健全化を同時に達成するための税制改革について一体的に検討を進め､その実現に向けた
工程表とあわせ､23年半ばまでに成案を得､国民的な合意を得た上でその実現を図る｣

平成23年2月～7月:社会保障改革に関する集中検討会議

○ 社会保障･税一体改革成案(平成23年6月30日政府･与党社会保障改革検討本部決定｡7月1日閣議報告)0

○ 社会保障･税一体改革素案(平成24年1月6日政府･与党社会保障改革本部決定･閣議報告)0



社会保障と税の一体改革の経緯②

平成24年2月17日:社会保障･税一体改革大綱閣議決定

○ 大綱に基づく法案作成 ⇒ 与党審査

5月～:社会保障･税一体改革関連法案の国会審議

ひと､くらし､みらいのために

厚生労働省
--

社会保障制度改革推進法 (自民党が主導し､民主党･公明党との3党合意に基づく議員立法)

○ 社会保障改革の｢基本的な考え方｣､年金､医療､介護､少子化対策の4分野の｢改革の基本方針｣を明記｡
○ 社会保障制度改革国民会議の設置を規定

税制抜本改革法 (消費税率の引上げ) 子ども･子育て支援関連3法 年金関連4法

平成25年8月6日:国民会議報告書とりまとめ

社会保障制度改革国民会議 (委員は15名の有識者により構成 (会長 :清家篤 慶鷹義塾長))
○ 改革推進法により設置され､20回にわたり議論｡
○ 総論のほか､少子化､医療､介護､年金の各分野の改革の方向性を提言｡

10月15日:社会保障改革プログラム法案の提出

土会保障改革プログラム法案(社会保障制度改革の全体像.進め方を明らかにする法律案)の提出

○ 社会保障4分野の講ずべき改革の措置等について､スケジュール等を規定｡
○ 改革推進体制の整備等について規定｡

12月5日:社会保障改革プログラム法成立､同13日:公布･施行

tCl･
今年の通常国会以降:順次､個別法改正案の提出



日本の人口ピラミッドの変化
ひと､くらし､みらいのために
厚生労働省

○団塊の世代が全て75歳となる2025年には､75歳以上が全人口の18%となるo
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(出所)総務省｢国勢調査｣及び｢人口推計｣､国立社会保障･人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成24年1月推計)出生中位.死亡中位推計｣(各年10月1日現在人口)



社会保障給付費の推移 ひと､くらし.みらいのために
厚生労働省

1970 1980 1990 2000 2013(予昇へ■-ス)

国民所得額 (兆円)A 61_0 203_9 346.9 371_8
358.9 110.6

給付費総額 (兆円)B 3_5(100_0%) 24.8(100_0%) 47_2(100.0%) 78.1(100_0%) ll

3.5(48.4%) lO47(内訳) 年金 0.9(24.3%) 10.5(42_2%) 24.0(50.9%) 41_2(52_7%) 5

医療 2.1(58_9%) 10_7(43.3%) 18.4(38_9%) 26.0(33.3%) 3

1_1(ー9.1%)福祉その他 0_6(16.8%) 3.6(14_5%) 4_8(10.2%) 10.9(14_0%) 2

B/A 5.77% 12.15% 13_61% 21.01%

78.1

⊂:::=コ 年金

- 医療

⊂:::::コ福祉その他

- 1人当たり社会保障給付費 47.2

l -人当たり社会保障掛 寸費(右目盟 l＼ く ｢元42

3.501 07 福祉その他

'蒜 5) (｡蒜 ,) (㌫ 5, (蕊 , (諾誌 ,

資料 国立社会保障･人口問題研究所｢平成23年度社会保障費用統計｣､2012年度,2013年度(予募ベース)は厚生労働省推計､

2013年度の国民所得額は｢平成25年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度(平成25年2月28日間議決定)｣

(注)国中の数値は､1950.1960,1970.1980､1990,2000及び2010並びに2013年度(予算ベース)の社会保障給付責(兆円)であるb
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(注)2009年度･の年齢階汲別一人当たtJEEi)民医療費をもとに､平成21年簡易生命表による定常人口を適用して推計したものである.
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社会保障制度改革国民会議 報告書
～確かな社会保障を将来世代に伝えるための道筋～(抜粋)

第1部 社会保障制度改革の全体像
2 社会保障制度改革推進法の基本的な考え方
(1)自助.共助.公助の最適な組合せ

○ 日本の社会保障は､｢自助を基本としつつ､自助の共同化としての共助
(-社会保障制度)が自助を支え､自助.共助で対応できない場合に公的



自肋 ･共助 ･公助の最適な組合せ
ひと､くらLtみらいのため に
厚生労働省

○自助.共助.互助.公助をつなぎあわせる(体系化.組織化する)役割が必要o

貞塵 :･介護保険 ･医療保険の自己負担部分
･市場サービスの購入
･自身や家族による対応

圭塾 :･費用負担が制度的に保障されていないボ
ランティアなどの支援､地域住民の取組み

過 :･介護保険 ･医療保険制度による給付

全塾 :･介護保険 ･医療保険の公費 (税金)
部分
･自治体等が提供するサービス

地域包括ケア研究会｢地域包括ケアシステムの構築における今後の検討のための論点｣(平成25年3月)より



社会保障制度改革国民会議 報告書
～確かな社会保障を将来世代に伝えるための道筋～(抜粋)

(2)社会保障の機能の充実と給付の重点化.効率化､負担の増大の抑制

○ 現在の世代に必要な給付は､現在の世代で賄うことが必要であり､｢自
助努力を支えることにより､公的制度への依存を減らす｣､｢負担可能な者

は応分の負担を行う｣ことにより､将来の社会を支える世代の負担が過大



社会保障制度改革国民会議報告書を踏まえた改革の方向性
ひと_くらし､みちいのために

厚生労働省

○ すべての世代に安心感と納得感の得られる､｢全世代型｣の社会保障制度に転換を図るo



必要な時に､必要な医療 ･介護サービスを受けられる社会へ
ひと､くらLtみらいのために厚生労働省

○ 日本の医療を見てみると､人口当たりの病床(ベッド)数は他国よりも多く､特にベッド当たりの医師
数は相当低い水準となっているo

国名 平均在院El# 人口干人当たり病床数 病床百床当たり塩床医師数 人口千人当たり臨床医師敢 病床百床当たり臆床看護鞍負数 人口千人当たり箆床看護鞍鼻敦

日本 32.5(18.2) 13.6 16.4 2.2 74.3 lO.l

ドイツ 9.6(7.3) 8.3 45.2 3.7 136.7 ll.3

フランス 12.7(5.2) 6.4 ♯50.9 #3.3 ♯131.5 ♯8.-5

イギリス 7,7(6.6) 3.0 91.8 2.7 324.7 9.6



社会保障制度改革国民会議 報告書
～確かな社会保障を将来世代に伝えるための道筋～(抜粋)

(2)医療問題の日本的特徴

○日本の医療は世界に高く評価されるコストパフオ-マンスを達成してきた
が､多額の公的債務があることを踏まえれば､必要なサービスを将来にわ
たって確実に確保していくためには､医療.介護資源をより患者のニーズに

適合した効率的な利用を図り､国民の負担を適正な範囲に抑えていく努力

避盛夏o

○日本の皆保険制度の良さを変えずに守り通すためには､医療そのものが



社会保障制度改革国民会議 報告書
～確かな社会保障を将来世代に伝えるための道筋～(抜粋)

(3)改革の方向性

○医療改革は､提供側と利用者側が一体となって実現されるものo｢必要なときに必要な医療にアクセスできる｣という意味でのフリーアクセスを守るためには､鎧堂
かなゲートキーパー機能を備えた｢かかりつけ医｣の普及は必須o

○医療を利用するすべての国民の協力と国民の意識の変化が求められる○

○急性期医療を中心に人的.物的資源を集中投入し､早期の家庭復帰.社会復帰
を塞現するとともに､受け皿となる地域の病床や在宅医療.介護を充実o川上から
川下までの提供者間のネットワーク化は必要不可欠o

○医療.介護の在り方を地域毎に考えていく｢ご当地医療｣が必要o

○ QOLを高め､社会の支え手を増やす観点から､健康の維持増進.疾病の予防に
取り組むべきoⅠcTを活用してレセプト等データを分析し､疾病予防を促進o



蚤轟 ･介鴨鴨龍の幕轟 く需来徽)

鳥著ニーズに応じた鋼鏡･鋼床嶋義の投網分担や､医徽徽{間､医療と介義のM)の連携強化を
轟じて､より効果的･効率的な医療･介慎サービス提供体曽lを徽集します｡

【2012(H24)】

介護施設
(98万人分)

居住系サービス
(33万人分)

在 宅 サ ー ビ ス
(320万人分)

【取組の方向性】
○入院医療の機能分化･強化と連携
･急性期への医轟資源集中投入
･亜急性期.慢性期医療の機能強化 等
○地域包括ケア体制の整備
･在宅医療の充実
･看取りを含め在宅医療を担う診療所等
の機能強化
･訪問看護等の計画的整備 等

･在宅介護の充実
･在宅･居住系サービスの強化･施設ユニット
化､マンパワー増強 等

【患者.利用者の方々】
病気になっても､職場や地域生活へ早期復帰
医療や介護が必要になっても､住み慣れた地
域での暮らしを継続

集中的･計画的な投資

【2025(H37)】
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｢次期診療報酬改定における社会保障･税一体改革関連の基本的な考え方｣(概要)

(平成25年9月6日社会保障審議会 医療保険部会.医療部会)

<現在の姿>
基本的な考え方

<高度急性XFl･-般急性期>
○病床の機能の明確化と機能に合わせた評価

･平均在院日数の短縮

･長期入院患者の評価の適正化

･重症度･看護必要度の見直し

･入院早期からのリハビリの推進 等

<回復期(亜急性期入院医療管理料等)>

○急性期を脱した患者の受け皿となる病床の整備

･急性期病床からの受入れ､在宅･生活復帰支援､

在宅患者の急変時の受入れなど病床機能を明
確化した上で評価 等

<長期療養>

○長期療養患者の受け皿の確保

<その他>

○医療資源の少ない地域の実情に配慮した評価

○有床診療所の機能に応じた評価

<外来医療>

○外来の機能分化の推進

･主治医機能の評価 等

<在宅医療>

○質の高い在宅医療の提供の推進

･在宅療養支援診療所･病院の機能強化 等

<2025年(平成37年)の姿>



地域包括ケアシステムの構築について
ひと､くらし､みらいのために厚生労働省

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に､重度な要介護状態となつても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう､医療.介護.予防.住まい.生活支援が一体的に提供される
地域包括ケアシステムの構築を実現o

○ 今後､認知症高齢者の増加が見込まれることから､認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも､地域包
括ケアシステムの構築が重要○

○ 人口が横ばいで75歳以上人口が急増する大都市部､75歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等､高齢化の進展状況には大きな地域差o

○ 地域包括ケアシステムは､保険者である市町村や都道府県が､地域の自主性や主体性に基づき､地域の特



平成26□ 妻会日ロ｡｡

1,入院医療について<病床の機能分化>

平成26年改定

病床の機能分化の促進
･7対1の要件の厳格化
(重症度､医療･看護必要度 等)

･地域包括ケア病棟の評価
･有珠診療所の機能に応じた評価

.在宅禄高 l

緊急患者 ･･--- 一一･･一･一一.
の受入 在宅･生活 ′

医療が必要な
患者の受入

役 巨高度な医療の提供

割 巨退院支援 等

在宅復帰困
難な患者の
受け入れ

在宅復帰困
難な患者の
受け入れ

,-_J
一撃号tl_～

｣ _空禦 聖 √ -⊥ 三

地域包括ケア病床等
地域に密着した病床

ト在宅復帰困難な患者の受入
:.芋等 責苦: 匡垂垂]

緊急患者の受入 ＼
在宅､生活復帰支援 等 一､▲ /

･病院からの早期退院患者の在宅･介護施設への受け渡しとしての横舵
･在宅医療の拠点 等



地域ごとの高齢化の特徴
ひと､くらし､みらいのために
厚生労働省

○75歳以上人口は､多くの都道府県で2025年頃までは急速に上昇するが､その後の上昇は緩やかで､2030
年頃をピークに減少するo

○今後10年間で75歳以上人口は都市部においては急速に増加するが､地方ではそれほど増加しないo

75歳以上人口の将来推計(平成22年の人口を100としたときの
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国立社会保障･人口問題研究所｢日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)｣より作成



【都道府県の役割の強化等､新たな財政支援制度の創設】

(1)医療計画の機能強化等
(9 医療計画の策定 .変更時の医療保険者の意見聴取
② 機能分化 ･連携のための圏域ごとの協議の場の設置
③ 医療と介護の一体的推進のための医療計画の役割強化 (介護保険の計画との一体的な
策定)
④ 地域医療ビジョンの達成のための都道府県知事による診療報酬に関する意見提出
(2)新たな財政支援制度の創設
(3)病床の有効利用に係る都道府県の役割の強化
① 一定期間稼働 していない病床に対する都道府県知事による稼働女は削減の措置の要請
② 医療機関に対する都道府県知事による医療機能の転換等の要請又は指示



社会保障制度改革国民会議報告書を踏まえた各分野の方向性
ひと､くらし､みらいのために厚生労働省

○ すべての子どもの成長を暖かく見守り､支えることのできる社会へ
○ 子どもたちへの支援は､社会保障の持続可能性･経済成長を確かなものとし､
日本社会の未来につながる｡社会保障制度改革の基本｡未来への投資｡

○ 女性の活躍は成長戦略の中核｡新制度とワークうイブ･バランスを車の両輪に｡

O｢病院完結型｣から､地域全体で治し､支える｢地域完結型｣へ
○ 受け皿となる地域の病床や在宅医療.介護を充実｡川上から川下までのネットワーク化
○ 地域ごとに､医療､介護､予防に加え､本人の意向と生活実態に合わせて切れ目なく
継続的に生活支援サービスや住まいも提供されるネットワーク(地域包括ケアシステム) -,

の構築
○ 国民の健康増進､疾病の予防及び早期発見等を積極的に促進する必要

02004年改革により対GDP比での年金給付は一定水準｡現行の制度は破綻していな
○ 社会経済状況の変化に応じた形のセーフティネット機能を強化
○ 長期的な持続可能性をより強固なものに
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